
頁 章 節 項 目

1
別添
様式
1-1

1-1 財務三表

下水道使用料、西部処理区下水道事業徴収業務委託料として、R8～R37に記載さ
れている数字とその合計は現在価値化済の金額と考えてよろしいでしょうか。

当該額は現在価値化前の金額になります。

2
別添
様式
1-1

1-1 財務三表

下水道使用料、西部処理区下水道事業徴収業務委託料として、R8～R37に記載さ
れている数字とその合計が現在価値化済の金額である場合、割引率はどのよう
に設定されていますでしょうか。

No1の回答を参照下さい。

3
別添
様式
1-1

1-1 財務三表

利用料金設定割合は５年毎に別の値が設定可能となっていますが、契約期間を
通じて同じ割合とする必要はないという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

4
別添
様式
1-1

1-1 財務三表

利用料金設定割合は５年毎に別の値が設定可能となっていますが、提案時から
異なった割合を設定した場合、実施契約書案 約款A 第42条の定期改訂とは別の
扱いとして、当該提案割合に移行する理解でよろしいでしょうか。

実施契約書案 約款A 第42条の定期改訂と同じ扱いを想定しています。

5
別添
様式
1-1

【別添様式1-1】
様式集及び記載要領35頁【様式
16-3】財務管理

【別添様式1-1a】及び【別添様式1-1b】の財務三表においては、任意に行を追
加して勘定科目を設けることは自由であると理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

6
別添
様式
1-1

【別添資料1-1】
様式集及び記載要領35頁【様式
16-3】財務管理

【別添様式1-1】の包括的民間委託の費用について、包括的民間委託の業務に係
る事業者利潤である事業報酬はどこに記載すればよろしいでしょうか。ご指定
の当該様式では包括的民間委託に係る勘定科目は収益に当たる「包括的民間委
託におけるサービス対価」と「包括的民間委託に係る費用の各勘定科目」だけ
となっております。

60行、税引前当期純利益/（損失）に含まれます。

7
別添
様式
1-1

【別添様式1-1a】、【別添様式1-
1b】

111行目にある貸借対照表の「立替金（市負担）」には、75行目にあるキャッ
シュ・フロー計算書の「加算：事業期間終了時残存価値相当額」と同じ値を転
記する数式が入っています。「加算：事業期間終了時残存価値相当額」には、
各事業年度において市から受領する事業期間終了時残存価値相当額を入力する
ものと推察しましたが、それが正しいとすると、各事業年度における入金額と
「立替金（市負担）」の期末残高とは一致しないと考えられるため、111行目の
数式と齟齬が生じるように思います。
111行目と75行目の関係をどのように捉えればよいかをお教えいただけますで
しょうか。

数式を削除いたします。
自由に記載してください。

8
別添
様式
1-1

【別添様式1-1a】、【別添様式1-
1b】

当該財務三表には事業開始前年のR7年度分が列にありません。一方で、事業開
始前となるR7年度も、SPCの設立費用や開業準備費用等の支出、株主からの出資
等の収入が発生します。それらR7年度に発生する取引は本様式上は記載対象外
との理解でよろしいでしょうか。それともR7年度の列を追加することは可能で
しょうか。
様式上、R8年度における期首現金及び現金同等物の残高には既にゼロが入力さ
れていますが、こちらの値をR7年度中の取引を考慮した値へと修正することは
問題ないでしょうか。

創立費の支払い欄に記載して下さい。

西部処理区運営事業　別添様式に関する質問書

No
見出し符号

項目名 内容 回答



頁 章 節 項 目
No

見出し符号
項目名 内容 回答

9
別添
様式
1-1

財務三表

利用料金割合は5年毎に入力できる様式になっていますが、5年毎に異なる割合
を提案できるという理解でよろしいでしょか。

ご理解のとおりです。

10
別添
様式
1-1

財務三表

下水道使用料と西部処理区下水道事業徴収業務委託料の数値は、税抜きという
理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

11
別添
様式
1-1

財務三表

西部処理区下水道事業徴収業務委託料については事業計画に相応に影響を与え
る規模の数値であるため、算出根拠についてお示しいただきたくお願いしま
す。
約款Aの別紙7に記載されている算定方法と推測しますが、現状の数値の算出根
拠を定量的に拝見したい次第です。

算出根拠の提示は不可です。

12
別添
様式
1-1a

営業費用

公共施設等運営事業の水道料金は運営権者負担と理解しています。水道料金の
記述は、その他営業経費に記述するとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

13
別添
様式
1-1a

営業費用

包括的民間委託のガス料金は受注者負担と理解しています。ガス料金の記述
は、その他営業経費に記述するとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

14
別添
様式
1-1a

営業費用

包括的民間委託の通信費は受注者負担と理解しています。ガス料金の記述は、
その他営業経費に記述するとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

15
別添
様式
1-1a

人件費

公共施設等運営事業の人件費はSPCと維持管理業務の労務費の合計を記述すると
の認識でよろしいでしょうか。
また、それぞれ記述する場合は任意で行を追加して記述してもよろしいでしょ
うか。

前段、後段ともご理解のとおりです。

16
別添
様式
1-1a

修繕費

開示資料にあります委託業務のうち、脱硫剤や活性炭等の交換業務の費用は、
別添様式1-1aにおける修繕費に該当するとの認識でよろしいでしょうか。

薬品費に該当します。必要に応じて行を追加し、構成項目を記載して下さい。

17
別添
様式
1-1a

【別添様式1-1a】

本【別添様式1-1a】は義務事業と附帯事業の財務三表であり、任意事業は【別
添様式1-2】で扱うことになっております。
そこで、当該【別添様式1-1a】に任意事業も加え、法人全体（義務事業、附帯
事業及び任意事業）の収支が含まれた財務諸表を作成する方が評価する上で理
解しやすいかと考えますがいかがでしょうか。この場合も任意事業は独立の
【別添様式1-2】でまとめるべきと考えております。

合算した表を作成します。



頁 章 節 項 目
No

見出し符号
項目名 内容 回答

18
別添
様式
1-1b

【別添様式1-1b】

本【別添様式1-1b】は義務事業と附帯事業の財務三表であり、任意事業は【別
添様式1-2】で扱うことになっております。
そこで、当該【別添様式1-1b】に任意事業も加え、法人全体（義務事業、附帯
事業及び任意事業）の収支が含まれた財務諸表を作成する方が評価する上で理
解しやすいかと考えますがいかがでしょうか。この場合も任意事業は独立の
【別添様式1-2】でまとめるべきと考えております。

No17の回答を参照下さい。

19

別添
様式
1-1a
～4

各様式

各様式において、項目に過不足が生じた場合、受注者が任意に行を追加・削除
してもよいとの認識でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

20
別添
様式
2

公共施設等運営事業における
サービス対価
雨水処理に関する費用

費用項目に「その他の営業経費」とありますが、「利用料金収受代行業務委託
費」の他に具体的にどのような項目が含まれるのかご教示お願いします。

維持管理を行うにあたり必要となるもので、水道料金や下水道使用料などを想
定しています。

21
別添
様式
2

公共施設等運営事業における
サービス対価
雨水処理に関する費用

費用項目「人件費」は、「事業全体を統括管理する人員」、「維持管理（運転
管理及び修繕）を統括管理する人員」及び「維持管理に直接従事する人員」で
あり、総務・人事・財務・経理など間接業務を担う人員及び改築更新に関わる
人員は含まれないとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

22
別添
様式
2

公共施設等運営事業におけるサー
ビス対価

別添様式2の「雨水処理に要する費用」について、※に「費用は、維持管理に関
しての費用を除くSPC運営費用（例：出向負担金、財務会計及び契約管理等の
バックオフィス業務委託費等）を除いてください。」とあります。SPC運営費用
とは具体的にどのような費用を想定されていますか、ご教示ください。

本記載の意図としては、当該事業を採用した場合、SPCという1つの会社を設立
し、運営することとなり、この運営に係る費用は、現在の市運営事業と比較し
て単純に純増となる費用と考えています。なお、SPC運用費用は、市の雨水処理
に要する費用で賄うべき費用ではなく利用料金で賄うべき費用と考えており、
具体的にはSPC運営の考え方により異なるかと考えますが、例として、SPCを運
営するための人件費（出向負担金等）、その他費用（財務会計及び契約管理等
のバックオフィス業務委託費等）といった費用を想定しております。

23
別添
様式
2

【別添様式2】
様式集及び記載要領35頁【様式
16-3】財務管理

【別添様式2】公共施設等運営事業におけるサービス対価において、ここで計算
する比率は、本様式に記載の比率を用い、かつ事業期間を通じて一定の条件で
算出するという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

24
別添
様式
2

【別添様式2】

雨水処理に要する費用に関して、「※費用は、維持管理に関しての費用を除く
SPC運営費用（例：出向負担金、財務会計及び契約管理等のバックオフィス業務
委託費等）を除いてください。」の意味は、「その他営業経費」には維持管理
費を含めてよく、SPC運営費用は含めてはいけないという理解でよいでしょう
か。また、その他営業経費に含めた経費に対するサービス対価の比率は人件費
等と同様10.4%に設定するとの理解でよろしいでしょうか。

前段はNo22の回答を参照下さい。後段はご理解のとおりです。

25
別添
様式
3

改築提案書

ユニット名の意味する内容をご教示お願いします。
（設備単位、機器単位、等)

「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン」で示す、設
備群を想定しております。

26
別添
様式
3

改築提案書

改築提案書において、更新費用の記載がありますが、改築（更新、長寿命化）
と改築（再構築）の費用を記載するものと考えてよろしいでしょうか。また、
改築に係る設計費は、本様式に記載するのでしょうか。
記載する場合、記載方法をご教示お願いします。

本様式では改築（再構築）の内容の記載は不要です。様式集Ｎｏ40の回答を参
照下さい。設計費等、必要に応じ行を追加の上記載下さい。



頁 章 節 項 目
No

見出し符号
項目名 内容 回答

27
別添
様式
3

改築提案書

本様式に記載する提案内容は、改築（再構築）の内容及び実施年度は、開示資
料「西部浄化センター改築事業費（見直し版）」の通りとし、改築（更新、長
寿命化）の内容及び実施年度は改築費年度上限額の範囲で開示資料「西部浄化
センター改築事業費（見直し版）」を変更できるとの理解でよろしいでしょう
か。

前段はＮｏ26の回答を参照下さい。後段はご理解のとおりです。

28
別添
様式
3

改築提案書

【別添様式3】改築提案書にて、耐用年数の欄には、「平成3年4月23日国土交通
省事務連絡別表（平成15年6月19日改正）」に示す標準耐用年数を記載すると考
えてよろしいでしょうか。また、ユニット内に標準耐用年数が異なる設備や機
器が含まれる場合、区分して記載するものとの理解でよろしいでしょうか。

ユニットに対して主機たる機器の耐用年数を計上してください。

29
別添
様式
3

3改築提案書

上限額として、R8～R37に記載されている数字とその合計は現在価値化済の金額
と考えてよろしいでしょうか。

当該額は現在価値化前の金額になります。

30
別添
様式
3

3改築提案書

上限額として、R8～R37に記載されている数字とその合計が現在価値化済の金額
である場合、割引率はどのように設定されていますでしょうか。

当該額は現在価値化前の金額になります。

31
別添
様式
4

附帯事業提案書

【別添様式4】附帯事業提案書にて、耐用年数の欄には、「平成3年4月23日国土
交通省事務連絡別表（平成15年6月19日改正）」に示す標準耐用年数を記載する
と考えてよろしいでしょうか。また、ユニット内に標準耐用年数が異なる設備
や機器が含まれる場合、区分して記載するものとの理解でよろしいでしょう
か。

No28の回答を参照下さい。

32
別添
様式
4

附帯事業提案書
附帯事業提案書に係る設計費用は、本様式に記載するのでしょうか。記載する
場合、記載方法をご教示お願いします。

必要に応じて行を追加し記載して下さい。

33 全般 全般

別添様式のフォーマットは募集要項に添付のフォーマットを基本としますが、
各様式の作成において一部修正する箇所もあるかと思います。その場合は運営
権者で任意に変更をしてもよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。


